
～2007年度夏期合同研究より～

1 労働審判とは

労働審判制度とは，個別労働関係民事紛争に関し，

労働審判委員会（裁判官である労働審判官1名と労使

の各労働審判員2名で構成）が，事件を審理し，調停

を試み，調停が成立しない場合には労働審判を行なう

手続であり，2006年4月に開始した制度である。

労働審判制度には，①専門性（労働審判員の手続参

加），②迅速性（期日は原則3回），③柔軟性（審判の

柔軟性）の3つの特徴がある。

2 労働審判手続の対象

労働審判手続の対象は，「個別労働関係民事紛争」

（法1条）に限定されている

が，現実には，労働関係に

関する事項についての紛争

であれば労働審判の対象と

なり得るので，“労働審判の

間口は広い”と言われてい

る。

3 労働審判の現況

施行後1年間（2006年4月～2007年3月）の労働審

判申立件数は，全国で1163件（2007年4月は121件）

となった。2005年度同期間の状況と比較した場合，

労働審判制度開始後の特徴として，個別労働紛争の

使えるぞ！労働審判
『労働審判制度』の運用が開始されて1年余
り。多くの紛争が同制度のもとで解決され，労
使双方から好意的な評価を得ている。3回の期
日内で事件を終了させるという手続の迅速性，
臨機な口頭主義によるダイナミックな攻防，専
門家による柔軟な調停が，魅力の源泉のようだ。
審判廷での弁論は，さながら，審判委員会に対
するプレゼンテーションとも言われる。
労働法制特別委員会では，この1年間の蓄積
をもとに，本年度の夏期合同研究分科会におい
て，実務的課題やノウハウに焦点をあてたシン
ポジウム「使えるぞ！労働審判」を開催した。
そこで議論となった貴重な情報をお届けしたい。

労働審判の概要と概況
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増加（個別労働紛争の掘り起こし効果），仮処分申立

件数の減少（労働審判による仮処分の代替）などが挙

げられる。

事件種別は，東京地裁の統計結果（2006年4月～

2007年4月）によれば，総計395件中，地位確認193

件（約48.8％），賃金65件（約16.4％），退職金41件

（約10.3％），損害賠償37件（約9.3％），残業代28件

（約7.0％），その他31件（約7.8％）となっており、多

様な事件が申し立てられている【図1】。

事件の処理状況は，全国地裁の統計結果（2006年4

月～2007年4月）によれば，総計1002件中，調停成

立696件（約69.5％），労働審判181件（約18.1％，内

104件〔約57.5％〕が異議申立て），24条終了38件

（約3.8％），取下げ82件（約8.2％），移送5件（約

0.5％）となっている【図2】。

審理期間は，全国地裁の統計結果（2006年4月～

2007年4月）によれば，平均で74.2日，終局までの期

日回数は，総計1002件中，第1回期日に終局したもの

が157件（約15.7％），第2回期日に終局したものが

369件（約36.8％），第3回期日に終局したものが399

件（約39.8％），第4回期日（「特別な事情」〔法15条

2項〕により開催）に終局したものが25件（約2.5％）

となった。なお，第1回期日前に終了したものが52件

（約5.2％）ある【図3】。

これらの統計結果からすると，労働審判制度では，

当初の計画通り，迅速性が確保されており，調停成立

の割合が約7割と高くなっていることからして，労働審

判員の専門性が発揮され，事件の具体的事情に合わせ

た柔軟な紛争解決がなされているとみることができる。

4 第1回期日までの留意点

労働審判手続では，申立書・添付証拠書類と答弁

書・添付証拠書類のみで審理が進められ，補充書面の

提出は基本的に認められず，答弁書等に対する反論

は，原則として，労働審判手続の期日において口頭で

行なう立場がとられている（労働審判規則〔以下，「規

則」という〕17条1項）。

そのため，申立代理人は，申立てに必要な要件事実

のみならず，予想される争点や申立てに至る経緯を含

め，主張すべきことは，申立書に書き尽くし，証拠書

類についても，申立段階で，予想される争点に関する

ものも含め，全て提出する必要がある。
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図1　事件の種別割合 （東京地裁統計） 

図2　事件処理状況 （全国地裁統計） 
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図3　審理期間 （全国地裁統計） 
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＊最高裁判所事務総局行政局作成「労働審判法の施行状況について」
を基に作成。件数は，平成19年6月11日集計による行政局調べ
の概数値である。
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また，相手方代理人も同様に，答弁書において，相

手方の主張を答弁書に書き尽くし，証拠書類について

も，ベストエビデンスの選択に工夫しながら，必要な

ものは全て提出する必要がある（規則16条1項・2

項）。ただ，第1回期日は，申立てから40日以内の日

が指定され（規則13条），答弁書の提出期限は，第1

回期日の10日ないし1週間前と定められる場合が多い

ことから，相手方代理人には，事件受任後，迅速な対

応が求められる。答弁書の提出期限の延長は認められ

る場合があっても，第1回期日の変更は容易に認めら

れない点に注意が必要である。

なお，申立書・答弁書の主張書面は，審判員用も含

めた「相手の数に3を加えた写し」（答弁書の場合は単

に写し3通）の提出が求められているが（規則9条4

項，同16条3項），証拠書類については，審判員用の

写しの提出が求められておらず，東京地裁でも，「現

在，証拠書類の写しを労働審判員に交付することをし

ていない」として，当事者が提出しても労働審判員用

の証拠書類を受領しない建前をとっている。

5 第1回期日の重要性

東京地裁では，一般的に，第1回期日において，主

張および争点の整理，証拠調べ（審尋）に加えて，調停

を試みるまで手続が進められるので，その審理時間は，

おおよそ1時間半から2時間程度と長くなっている。

労働審判手続では，主張および争点の整理が終わる

と，いきなり労働審判官および労働審判員から本人お

よび関係人に対する審尋がなされるので，審判は，第

1回期日から，申立人本人，会社代表者など関係人の

出席が前提となる。また，代理人としては，そのよう

な事態を想定し，審尋に対する事前準備を行ない，補

充尋問・反対尋問を即座に行なう必要がある。この期

日で調停案が提示されることも多く，審判の帰趨が決

定するといってもよい。例えば，協調性の欠如等を理

由に解雇した社員から申し立てられた地位確認事件に

おいては，会社側は，社長のほかに，申立人の言動を

含む職場の状況を立証するために他の社員を準備して

おく必要があるといえる（規則9条1項・3項）。

6 労働審判

労働審判は，当事者間の権利関係および審理経過を

踏まえて行なうものとされ，審判にあたって紛争を解

決するために相当と認める事項を定めることができる

ことから（法20条1項・2項），多様で柔軟な主文を

言い渡すことができる。

7 異議申立てと訴訟への移行

労働審判に対する異議申立ては，審判書の送達又は

労働審判の告知を受けた日から2週間以内に，裁判所

に対し，書面をもってすることができる（法21条1項，

規則31条1項）。

労働審判に対して適法な異議があったときは，労働

審判はその効力を失い，労働審判手続の申立てにかか

る請求は，当該労働審判手続の申立てがあったとき

に，裁判所に訴えがあったものとみなされる（法21条

3項，22条1項）。

労働審判が取り消された場合や事案の性質等から労

働審判による解決が不適当であるとして終了した場合

（いわゆる24条終了）についても同様に訴えの提起が

擬制される。

8 訴訟への移行

訴えの提起が擬制された場合，労働審判手続の申立

書等は訴状とみなされるが（法22条3項），その他の

労働審判事件の記録は訴訟に引き継がれないので，当

事者は改めて訴訟において主張書面，証拠書類を提出

する必要がある。

もっとも，労働審判において，既に争点整理が行な

われ，訴訟で提出すべき主張書面および証拠書類の準

備がなされていることから，訴訟に移行した後の審理

は，通常訴訟と比較して，極めて迅速に行なわれるケ

ースが多くなっている。
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1 労働審判事件・選別の基準

佐々木：裁判官からは，この

制度が予定している紛争は，

解雇，雇い止め，賃金，退職

金不払いといったテーマがあ

る程度限定されたもので，あ

まり複雑な事件は馴染まな

いという趣旨の発言もある。

私は，労働側で何件か申立て

をしているが，権利の確認と

いうよりも，審判でザックリした解決（調停）を求めた

いときは，複雑な事件でも申し立ててみる価値がある

ように思うが。

菅：この制度ができて，仮処分と本訴と労働審判と手

続選択の幅が広がった。まず，保全の必要性があると

きは仮処分を考えるが，会社側陳述書に対する反対尋

問の機会がないので勝訴の確度を慎重に検討する。仮

処分を選択しない場合は，依頼者が求める迅速性や要

求水準の程度が，本訴か審判かの重要な選択基準とな

る。労使双方が柔軟な解決に積極的であれば，複雑な

事件でも審判での解決は可能。現に，日弁連が本年6

月のシンポの際に全国から集めた57件の事例集（以下

「事例集」）をみると，整理解雇事件や職場での暴行事

件のような事件も解決されている。調停による解決の

可能性があれば，やや複雑な事件でもチャレンジの価

値がある。

和田：私は，使用者側として申し立てた経験はない

が，事例集をみると，57件のうち3件が使用者側から

の申立事件。いずれも債務額の確定を求めた債務不存

在確認事件で，不当（あるいはやや暴力的，あるいは

過大）に退職金や，労災による損害賠償を求められた

使用者が，対応に苦慮して支払額の確定を求めたも

の。いずれも調停で解決している。保険会社などが不

当請求者を相手に債務不存在確認の訴えを提起するの

と同様な趣旨であろう。労働事件に慣れていない中小

企業が，地域のユニオン等をバックに過大と思われる

請求をしてくる労働者に対抗し，審判員という専門家

による合理的説得を得る手段として，今後も利用され

るのではないか。ただ，3件のうち1件は，団交を一方

的に中止して審判を申し立てたことについて，調停で

遺憾の意を表明している。

2 申立書や答弁書の記載について

佐々木：労働審判の申立書，答弁書の記載内容につい

て，本訴の訴状や仮処分申立書と違って特徴的な点が

あると感じるか。第1回期日で労働審判委員会が概ね

心証を取るケースが多いという点にもかかわる問題の

ようにも思うが。

菅：労働審判の申立書と訴状，仮処分申立書は，基本

的には大きく異なるものではないのではないか。ただ

し，個人的に留意しているのは，駆け引きをしないで

第1回期日までにすべての主張と証拠を出し尽くすと

いうことと，必ずしも法律の専門家ではない労働審判

員にも理解してもらえるよう，丁寧に書くということ

である。複雑な経過があり，全体のボリュームが増し

てきた場合には，冒頭部分で骨組みを示し，重要書証

を紹介するなどの工夫をしている。その後は時系列で

詳細に事情を説明する。また，一覧表を活用するな

ど，特に労働審判員にとって読みやすく，理解しやす

い申立書の作成を心がけている。

和田：私が答弁書作成に当たって留意していること

は，法律専門家ではない労働審判員に理解しやすい記

述をすることと，全体のボリュームが大きくなりすぎ

ないようにするという点である。また，東京地裁にお

ける労働審判事件の特徴として，申立書，答弁書は，

特集 使えるぞ！労働審判～2007年度夏期合同研究より～

個別論点の討議
佐々木亮委員が司会を務め，和田一郎弁護士
（一弁会員）には使用者側代理人，菅俊治委員に
は労働者側代理人の立場からご発言いただいた。

part 2
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ともに事前に労働審判官，審判員の手元に届くので，

第1回期日前に各自検討することが可能である反面，

書証については，裁判所のみが入手し，労働審判員に

は送付されないという点がある。聞くところによると，

例えば午前10時からの審判期日のために，午前9時30

分から労働審判委員会として事前評議を行なうとする

と，その前30分間で使用者側・労働者側両労働審判

員が裁判所で証拠を閲覧するといった運用もなされて

いるよう。このような証拠の取扱いを踏まえて，重要

な証拠は答弁書に引用した上で別紙として添付して綴

じ込んでしまう方法もある。いずれにしても出すべき

事実は早期に出し切るということは心がけるようにし

ている。以前に，協調性の欠落，能力不足を原因とし

た解雇事案で労働審判が申し立てられ，使用者側代理

人として関与した際，事前の折衝経過から調停含みの

進行になるだろうと予測して，労働者側の反発で不調

になるリスクを回避するため，解雇事由についてあま

り詳細かつ具体的な主張をすることを控えていたら，

解雇理由について使用者側に不利な心証が形成されそ

うになったことがあった。調停で解決がつく事案であ

っても，要件事実的に主張が必要な点については，十

分な事実を出しておくことが必要であると痛感した。

3 審判手続における口頭主義について

佐々木：申立書，答弁書作成に関する留意点の中で，

「第1回期日までに出すべき事実は出し尽くすように心

がけている」という発言が双方からみられたが，第1

回期日の審理が具体的にどのような形で進められてい

るのか，口頭主義が現実に運用されているのかどうか

といったあたりの体験をお聞かせいただきたい。

菅：私は，申立後，答弁書が送られてくるであろうと

いうタイミングを見計らって，依頼者と打ち合わせの

機会を持ち，第1回期日における対応を確認するよう

にしている。審判期日では，口頭で主張・反論ができ

ることが肝要であり，そのためには申立段階で相手方

の手の内をできるだけ把握している必要がある。私は，

申立ての前段階での使用者との折衝の中で，できるだ

け使用者側の主張を絞り込むようにしている。具体的

には，解雇事案であれば解雇

の根拠（懲戒解雇か，整理

解雇かなど）と解雇理由を

特定させるようにしている。

退職時の証明等を使用者に

求めるのは有用である（労基

法22条）。従前の主張と大き

く異なる主張が労働審判で

初めて出されたような場合

は，その変遷の事実自体が労働者側にとっては大きな

武器になる。また，第1回期日の進行については，審

判官によっても異なるであろうし，事案の内容によっ

ても異なるであろうと思われる。一般的に言えば，審

判官が争点確認のための主張整理を行ない，これを前

提に審判官，労働審判員が当事者に発問するのを聞い

ていると，労働審判委員会としての心証が大体見えて

くるので，必要に応じ，代理人として補充尋問を行な

う。その後時間があれば調停を試みるといった感じか。

事案によって，この争点確認にかなり時間を要するこ

ともあるし，労働者側の要望する解決水準がかなり低

いという事情があると，第1回期日の冒頭から調停手

続に入り，成立してしまうこともある。いずれにして

も，第1回期日からかなり核心に触れるような質問が

当事者になされるという傾向はある。

和田：使用者側は，労働者側と比較して，第1回期日

のための準備期間が圧倒的に短い。顧問会社のような

関係にあり申立書の送付を受けてすぐに依頼者が相談

に来ればよいが，必ずしもそうではないケースもあり，

第1回期日までの準備期間が正味10日といった場合も

ある。そのようなときは，通常，第1回期日の延期は難

しいので，書記官に電話して，答弁書の提出期限を事

実上延期してもらう。いずれにせよ，答弁書を作成す

るための事情聴取の席で，併せて第1回期日での口頭

の陳述に向けた打ち合わせを行なうことが必要である。

4 関係当事者の活用

佐々木：労働審判は柔軟な証拠調べ（審尋）が1つの

特徴になっているが，関係当事者の活用という面で
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配慮すべき点についてはいか

がか。

和田：自分が扱った事件を

例にすれば，パワハラを受

け，精神的にダメージを蒙っ

たことを理由に被害者本人

の転勤と慰謝料の支払いを

求められた事件で，パワハラ

加害者とされる者，人事担

当者，産業医を準備した。この事件は産業医の審尋ま

でには至らずに解決した。もう1件は，小規模会社が，

協調性の欠如等を理由に解雇した社員から雇用関係の

確認等を申し立てられた事件だが，社長のほかに，申

立人の言動を含む職場の状況を立証するために他の社

員を準備した。

菅：労働者側は，関係者証人を用意することは一般に

は困難。ただ，扱った事件のなかで，整理解雇事案で

団交に出席していた組合関係者の傍聴を認めてもらっ

たが（第1回期日は傍聴不許可），団交の様子をよく知

っているとういうことで，審尋がなされた。

佐々木：私は，解雇事件で，解雇された労働者の紹介

者（しかも，会社の取引先の社長）を審尋してもらっ

たことがある。原則，非公開の手続だが，裁判所は，

当事者の家族の傍聴は認めるようなので，連れて行っ

たことがある。

5 審判員について

佐々木：審判員に対してはどのような印象をお持ちか。

菅：配転，降格等の人事絡みの事件など会社の実態を

よく知っているので，審判廷でも積極的に質問や発言

をしているようだ。自分が扱った証券外務員のやや特

殊な事件では，審判員と審判官が一緒に証券取引につ

いて正確な知識を得ようとしている姿勢がみえ，好感

がもてた。審判員の個性とともに，事件の内容によっ

ても審判員の役割は異なってくるように思う。

和田：私は，審判員になる人の研修を担当している

1人だが，皆さん非常に熱心で，信頼がもてる。私が

関与した2つの事件では，一方では審判員は全く発言

しなかったが，他方では積極的に発言し中立性にも配

慮されている。調停の段階で労働者側がいない場では

あったが，労働者団体から推薦された審判員が経営者

に対し「何で，労働者をもっと厳しく指導しなかった

のか」と，労働者に厳しい発言をしていたのが印象に

残っている。今後，経験を積まれることにより，積極

的な発言が増えるように思う。

6 労働審判の満足度（解決レベル）

佐々木：3回以内の期日での解決という制約から，仮

処分や本訴と比較し，解決のレベル，当事者の満足度

はいかがか。

菅：依頼者の要素が大きい。それなりの解決金が出れ

ば紛争の長期化は望まないという人もいるので，低め

の金額で納得してしまう人も多いが，それでも出る所

に出て専門家の審判員に事情を話した上での調停だと

一定の満足感がある。他方，あくまでも権利実現を目

指してそのとおり実現している人もいて，一概に言え

ない。現段階では，調停が決裂したり，審判に異議が

出され本訴に移行した事件の結果に関する資料がない

ので何とも言えないが，両者の相違度が明らかになる

と，これが，今後の審判運営に何らかの影響を与える

のかもしれない。

和田：使用者側にとっても，早期解決ということが最

大のポイント。労働審判を申し立てるということは，

「調停による解決への黙示の意思表示」と捉えている

ので，合意の形成に力を注ぐ。ただ，調停が円滑に成

立するか否かは，申立代理人の個性によっても大分，

異なるように思う。

7 労働審判の活用とこれからの課題

佐々木：まとめとして，本制度の活用の仕方や課題と

いったものをお話しいただきたい。

菅：この制度は，従来の紛争解決制度の隙間を埋める

もので，今まで労働者が諦めていた紛争類型を法律判

断の場に乗せることができる。例えば，医学論争とな

特集 使えるぞ！労働審判～2007年度夏期合同研究より～
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1 事例紹介

三森委員がこの1年間に受任した6件の労働審判申

立事件から4件の事例報告を行なった。このうちの3

件は弁護士会の法律相談事例である。

事例は，

①親の介護のための転勤事件（義母の介護のための転

勤が一旦会社から認められたが，その後に会社から

転勤妨害に遭い退社を余儀なくされたとして不法行

為責任を追及し，会社から謝罪と解決金を得た事例）

②解雇予告手当等請求事件（従業員が懲戒解雇処分を

受けたが，会社から懲戒解雇処分の撤回および解雇

予告手当および慰謝料として金70万円の支払義務

を認め解決した事例）

③不当な配転命令・降格処分を争った事件（会社が従

業員に対して相当な理由を欠く降格処分・配転命令

を行なったが，後に会社が全面的に非を認め，解決

金111万円〔給与3か月分

相当額〕の支払義務を認

め解決した事例）

④未払い賃金請求事件（労

働審判委員会から審判が

出されたが相手方が異議申

立てをした事例）

とバラエティーに富んでいる。

①から③までの事例は，第

2回期日に調停が成立している。申立てから調停成立

までわずか2か月以内となっていて，通常訴訟では考

えられないスピード解決が実現されている。

2 労働審判の特徴

労働審判事件では，通常訴訟の半額の印紙代負担で

事例研究 三森敏明委員から具体的事例について報告がなされ，
それに対する質議応答が行なわれた。

part 3

りがちなメンタルヘルス事件でも，3回の期日ならそこ

で解決にチャレンジしてみようかという気分になるし，

使用者から多額の賠償金等を請求されている事件につ

いても，少額の着手金で債務不存在確認の申立てをす

ることが可能だ。とにかく，短期間で一定の法律判断

を受けられるのが大きい。また，訴訟ではあまり扱わ

れてこなかった「有給休暇の残日数の確認」とか「育

児休暇の確認」といった申立ても試みられている。課

題としては，労働事件は，退職後の申立てがほとんど

だが（残業代請求も退職後に起こすのが一般），この

制度により，在職中にも配転無効とか，残業代の請求

といった権利救済ができればと思っている。

和田：使用者側も，短期間での紛争解決という観点か

ら，労働者からの申立てに積極的に対応すべき。この

制度は，労働者側からの利用が一般的だが，使用者側

からの利用を検討すると，前述した不当な要求をする

労働者や組合への対応に苦慮する事件の他，①会社全

体に関わらない紛争であるためある程度ラフな解決が

可能なもの，②事実関係に争いはなく，支払うべき金

員の額だけが争われているもの（例えば，セクハラ行

為自体には争いがないが，賠償額に争いがある事例），

③本来の争点を金銭の支払いで調整可能なもの（例え

ば，解雇の金銭解決），④紛争拡大を防止するための

もの（例えば，配転を拒否している労働者について，

配転拒否を理由とする解雇をする前に，配転の有効性

を確認する審判を申し立てたり，私傷病休職した労働

者を復職不能を理由に解雇する前に，復職が不能であ

ることの確認を求める等）が挙げられる。
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申立てが可能であり，裁判所管轄も「申立人が最後に

就業した事業所の所在地」が含まれるため柔軟な申立

てが可能であること（ただし，支部への提起は不可），

弁護士費用も，短期解決という点を考慮すれば，一般

の民事調停事件と同水準に抑えられることなど，申立

人にとって手続的負担や経済的負担が軽いことが紹介

された。また，代理人としても，調停手続を先行させ

両当事者が労働審判委員会から直接かつ熱心に事情を

聞かれることで議論が可視化し，合意形成が早まるこ

と，調停の後に審判が控えていることから，調停中と

いえども労働審判委員会の心証形成過程が比較的分か

りやすいことなどが挙げられた。通常，2回目の期日

までは，1期日につき1時間30分から2時間の時間を

割くこととなる。しかし，そこで，調停が成立すれば，

時間的拘束が負担になるようなこともないとの感想も

報告され，両パネラーも同様の意見を述べられた。

3 労働審判の課題と対策

東京地方裁判所は労働審判申立てにおいて審判員用

の書証提出を認めていないことから，審判員にも早期

に適切な事実認定をしてもらう工夫が必要となる。報

告者や各パネラーは，申立書に申立人陳述書を代替す

るような詳細な事実経過を記載したり，主要な書証の

内容を引用したりして，審判員に渡される申立書だけ

でも充分に事案が把握できるようにする（ただし，長

大な申立書はかえって内容把握がしにくくなるので注

意）とか，調停期日において審判員用の書証を持参し

てそれをテーブルに広げながら事情を説明するなどの

工夫をしているとのことであった。

また，出席した当事者や関係人は，審判官などから

様々な質問を受ける。準備期間が限られるせいか，当

事者にとって「不利な事情」が飛び出すこともある。

相手方にとって不利な事情を相手方本人が話すことも

あり，旧来の陳述書の応酬では味わえないこのような

ドラマチックな展開が労働審判の魅力となっていると

のことであり，「第1回目の期日で全てが決まる」という

覚悟で入念な準備が必要であるという報告がなされた。

報告後の質疑応答において，「労働審判では期日間

調書を作成しないが，調停の場における当事者の有

利・不利な発言内容が，訴訟にどのように引き継がれ

るのか」という質問が出された。東京地裁では，審判

官は移行した訴訟を担当しない事務分配となってい

る。訴訟に移行したあとの手続については未開拓状態

であるが，報告者からは，代理人が調停中にきちんと

議事録のような発言メモを作成し，場合によったらそ

れを訴訟における書証として提出するという扱いも必

要かもしれないという意見が出された。しかし，労働

審判期日で既に相当集中した弁論がなされているのが

一般であるから，その後の訴訟では裁判官から審判で

の弁論，調停内容等が確認され，それを踏まえた和解

勧試が予想される。結局，訴訟になっても，早期解決

が十分期待できるという報告があり，各パネラーも同

様の意見を述べた。

4 まとめ

①仮処分申立事件のような緊急性がない，②事実認

識においてある程度共通理解が可能で，話し合いの余

地がないこともない，③退職金請求事件のような先取

特権に基づく債権差押命令事件などの代替手続がな

い，などの事案においては，個別的な労働紛争を解決

する手段として労働審判は有意義であり，「本当に使

える」という意見が報告者よりなされた。労働審判手

続には，労働事件の掘り起こし効果が強く期待されて

いる。弁護士としては，この手続を習熟し，労働紛争

の適正な解決に努めたい。

（監修：労働法制特別委員会副委員長　光前幸一）
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